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【内容】

１．在宅医療・介護連携が求められる背景とは

２．在宅医療・介護連携推進事業の位置づけと求められる機能

－４場面別にみた提供体制構築と連携強化－

３．市区町村による事業マネジメントの現状と課題

４．都道府県・厚生局等による市区町村支援の重要性

地域包括ケアシステムにおける医療介護連携の位置づけと

市区町村支援の重要性

令和2年度第2回関東信越厚生局地域包括ケア推進本部会議_講義

（令和2年10月13日）
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資料１



１．在宅医療・介護連携が求められる背景とは

－ 85歳以上高齢者の増加－
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出所）国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成29年推計）より作成

人口構造の変化（全国）

図. 2020年と2040年の齢階級別人口の変化
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0-14歳

15-64歳

65-74歳

75-84歳

85歳以上

2020 2040
変化量

(千人) (％) (千人) (％)

総数 125,325 100.0 110,919 100.0 -14,406 
(-11.5%)

0-14歳 15,075 12.0 11,936 10.8 -3,139
(-20.8%)

15-64歳 74,058 59.1 59,777 53.9 -14,281
(-19.3%)

65-74歳 17,472 13.9 16,814 15.2 -658
(-3.8％) 

75-84歳 12,517 10.0 12,155 11.0 -362
(-2.9%) 

85歳
以上

6,203 4.9 10,237 9.2 4,034
(65.0%) 

再掲）
65歳以上

36,192 28.9 39,206 35.3 3,014
(8.3%) 

再掲）
75歳以上

18,720 14.9 22,392 20.2 3,672
(19.6%) 

図. 年齢階級別人口の伸び率の推移
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人口構造の変化が

医療・介護に及ぼす影響
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人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響①
（医療と介護の両方のニーズを有する高齢者の増加）

出所）鳥羽研二：高齢者のニーズに応える在宅医療，平成25年度在宅医療・介護連携推進事業研修会（国立長寿医療研究センター主催、2013年10月22日
開催）、資料より引用（https://www.ncgg.go.jp/hospital/overview/organization/zaitaku/suisin/jinzaiikusei/h25/documents/kogi1_1022_toba.pdf）

図. 加齢による老年症候群の特徴
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出所）厚生労働省「患者調査」
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人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響②（入院）

出所）厚生労働省「2017年患者調査」
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a) 年齢階級別入院患者数

年齢階級別にみた入院患者数及び構成割合年齢階級別にみた入院受療率

 病院病床数は1993年の168万床をピークに減少し、
2017年現在155万床となっている。

 病床数の減少に伴い、入院患者数（調査日）も1990

年の150万人から2017年現在131万人に減少している。

 入院受療率をみると、75-84歳の3.0％に対し、85歳以
上は6.3％と、2倍以上入院しやすい状況にある。

 高齢化の進展により、入院患者に占める85歳以上の割
合は、1990年の8％から2017年の26％に急増している。

入院の現状と超高齢化の影響

図. 年齢階級別にみた入院受療率 図. 年齢階級別にみた入院患者数及び構成割合
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出所）厚生労働省：患者調査
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人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響③（在宅医療のニーズの増大）

図6. 訪問診療／往診患者数の推移

図7. 訪問看護ステーション事業所数の推移

4,730 5,091 5,470 5,734 
6,590 

8,745 

10,305 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

2000 2003 2006 2009 2012 2015 2017

事
業
所
数
（
か
所
）

出所）厚生労働省：介護サービス施設・事業所調査
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図8.看護小規模多機能事業所数の推移



出所）厚生労働省「平成29年人口動態調査」

人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響④
（死亡者数の急増と看取り体制の強化）

2000 2004 2008 2012 2016

総 数 96.2 102.9 114.2 125.6 130.8 

医療機関 77.9 84.6 92.7 98.8 99.1 

自宅 13.4 12.7 14.5 16.1 16.9 

老健 0.5 0.6 1.1 2.2 3.1 

老人ホーム 1.8 2.1 3.3 5.8 9.0 

その他 2.7 2.7 2.7 2.7 2.7 

a) 場所別死亡者数（万人）

b) 場所別死亡者数の伸び率（2000年を100とした場合）

2000 2004 2008 2012 2016

総 数 100.0 107.0 118.8 130.6 136.0 

医療機関 100.0 108.7 119.0 126.9 127.2 

自宅 100.0 95.4 108.4 120.7 126.9 

老健 100.0 134.7 226.7 447.2 637.5 

老人ホーム 100.0 119.7 186.0 327.2 505.8 

その他 100.0 101.3 100.0 101.6 100.4 

死亡場所別死亡者数の推移
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出所）厚生労働省「平成29年人口動態調査」
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出所）国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成29年推計）

出生数・死亡数の将来推計（単位：千人）

図. 場所別にみた死亡者数及び伸び率の推移

図. 出生数・死亡数の将来推計

図. 死亡場所別にみた死亡者構成割合の推移
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・85歳以上人口が急増。その結果、独居高齢者や認知症高齢者が増加。

・介護サービス受給者は増える一方で、労働力人口（支える側）は減少

→介護予防、元気高齢者の社会参加、マネジメント力強化が推進される。

・85歳以上高齢者は半数が介護サービスを利用。加えて、医療や生活支援に
対するニーズも、医療リスクも高い→包括的なサービス提供が必要となる。

・85歳以上高齢者の場合、健康面、心身機能面、IADL／ADL面など、
多領域に生活課題を有している場合も多い。また、1課題(例：誤嚥性肺炎
の再発予防）に対しても多職種の関与が必要→多職種協働が必然となる。

・介護費用も11兆円を超え、65歳以上の介護保険料も月額約6千円に上昇。
介護保険だけで、高齢者の生活全てを支えきることは困難。

→効果的なサービス提供、機能分化と連携が求められる。

地域内の様々な資源(医療・介護サービス、近隣の助け合い等)を総動員して、

必要な方に必要な支援が、地域特性に応じて提供される仕組み作りが必要。

→①サービスの量的・質的確保、②マネジメント、③市町村の役割が重要に。

9

人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響
ー地域包括ケア／多職種協働／マネジメント力の強化／保険者機能の強化の推進ー



２．在宅医療・介護連携推進事業の位置づけと

求められる機能

ー4場面別にみた提供体制構築と連携強化ー

10



出所）「地域包括ケアシステムの構築に向けて」、第46回介護保険部会資料3（2013/8/28）に加筆

地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の位置づけ

退院支援の強化

医療・介護の連携強化

生活支援の提供主体の
整備とマッチング

24Hの
介護体制構築

在宅医療体制
の強化

マネジメント
の機能強化
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12
出所）「地域包括ケアシステムの構築に向けて」、第46回介護保険部会資料3（2013/8/28）

介護保険事業計画と在宅医療の位置づけ
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在宅医療・介護連携推進事業の推進（2015.4～）

出所）厚生労働省：在宅医療・介護連携について、第2回都道府県在宅医療・介護連携担当者・アドバイザー合同会議、資料1-1を改変（2014/10/9）

・介護保険法の地域支援事業に位置づけ、市町村が主体となり、郡市区医師会と連携しつつ取り組む。

・可能な市町村は平成27年4月から開始、平成30年4月には全市町村で実施。

・原則として、以下の8事業を実施する（一部を郡市区医師会等に委託可能）。
①地域の医療・介護サービス資源の把握 ②在宅医療・介護連携の課題の抽出や対応の協議
③在宅医療・介護連携支援センター(仮称)の運営 ④在宅医療・介護サービス等の情報の共有支援
⑤在宅医療・介護関係者の研修 ⑥24時間365日の在宅医療・介護サービス提供体制の構築
⑦地域住民への普及啓発 ⑧二次医療圏内・関係市町村の連携



在宅医療・介護連携推進事業の進め方のイメージ

目的・目標を達成するための手段

現状（提供体制・連携）と
連携上の課題の把握

出所）厚生労働省：在宅医療・介護連携推進事業の
手引き Ver.2を一部改変
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期待されること：在宅医療の４場面別にみた連携の推進

出所）厚生労働省：在宅医療の現状、第１回全国在宅医療会議（平成28年7月6日）参考資料2より引用 15



３．市区町村による

事業マネジメントの現状と課題
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事業マネジメントの理想的な展開方法とは

事業目的や期待さ
れる役割の理解

①現状把握・分析

・既存データ
・アンケート
・ヒアリング
・事例検証 など

②計画案の検討・

関係部署との調整

③会議体運営・

計画承認・実行

④実施後の

評価

⑤計画見直し

課題
抽出

図.事業マネジメントの進め方 図.課題と施策と指標の関係性

目指す姿

（量、質）

現 状

（量、質）

「施策」の実施

「指標」は、施策に
よって、現状が目指
す姿にどの程度近
づいたかを確認する
ためのもの

両者のギャップが
「課題」

現状を目指す姿に近
づけるために「施策」
を実施する

効果的な施策を展
開するために課題の
「要因分析」を行う

「事業に期待した成果は何か」
を意識しながら、指標をもとに
達成状況を確認しながら、計
画見直しのポイントを整理する
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事業マネジメントの現状と課題
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課題１：「施策・事業をどう行うか」から考えてしまう（A市の例）

19

【基本目標】

目標を達成するための手段

【在宅医療・介護連携推進事業】
① 医療・介護サービス資源の把握
② 連携課題の抽出と対応の協議
③ 切れ目ない在宅医療と介護提供

体制の構築
④ 専門職間の情報共有支援
⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談

支援
⑥ 在宅医療・介護関係者への研修
⑦ 地域住民への普及啓発
⑧ 関係市町との連携

・目指す地域の姿を置いてはいるが，抽象的なまま，具体化されていない。

・目指す地域の姿の達成よりも、事業や施策をどう展開するかに意識が向いてしまう。

・効果的な対策を講じるためには、病院とケアマネジャーの連携が弱い原因（どこが弱いのか，なぜ連携が弱い

のか）を把握する必要があるが、こうした試みは少ない（課題が抽象的なまま対策が検討される）。

（課題）

・病院とケアマネの連携が弱い

（対策）

・退院支援ルールを作る

・研修会を開催する など

よくみられる課題と対策

何が問題か？



課題２：現状が把握できていない，評価ができない

20
出所）厚生労働省老健局介護保険計画課：介護保険事業（支援）計画の進捗管理の手引き（2018/7/30）より引用

見える化
データ

ニーズ
調査

在宅介護
実態調査

認定・給付
データ

地域ケア
個別会議

ヒアリング
独自

アンケート

調査・ヒアリング

課題設定 効果的な対策の検討・実施



4．都道府県・厚生局等による市区町村支援の重要性
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１．市区町村に求められている事業マネジメントのポイント

 地域や連携の目指す姿を置いて、現状との差から、課題を把握すること

 地域包括ケア「見える化」システムなどのデータを活用して、現状把握をするこ
と。また、評価指標を検討すること

 医療・介護関係者と一緒に、現状や課題の把握、対策の検討を行うこと

２．事業マネジメントの現状・課題は？

 データがない。仮にデータをもらっても、どう使えばよいかがわからない

 課題が抽象的なままで、具体化できていない

 対策も、市区町村で行えること（研修会開催など）から考えがち

３．こうした状況を改善するためには？

 データ提供とその使い方をセットで提供すること

 市町村の個別ニーズに合わせて、事業マネジメントの考え方・進め方を支援
していくこと（伴走型支援）

４．都道府県や厚生局の役割

 市町村を支援するチーム（ネットワーク）の整備

 市町村ニーズに合わせたデータの整備と提供

都道府県・厚生局等による市区町村支援の重要性（私見）

22



23

県内市町村の地域包括ケアに関する事業マネジメント力の強化を図る。

①データ分析支援（市町村単位のDB整備、分析結果資料の提供など）

②事業マネジメント支援（市町村が取組みたい事業を支援）

→オンラインでの相談指導や個別支援によって、現状把握の方法や事業

マネジメントの考え方、展開方法などを支援する。

③地域づくりに関わっている関係者や民間企業との連携支援

→様々な関係者や民間とのネットワーク構築を希望する市町村を個別に

支援する（各種コーディネーターや地域包括支援センター、各支援者など

の実践部隊と民間等のネットワーク化をメインに）。

④国の施策動向に関する情報提供（随時）

・手続き：研究開発センターへメールの後、具体的な支援に入っていく。

・費用 ：①④については無償。②③についての相談は無償、研修実施や

現地指導は有償。

参考）埼玉県立大学研究開発センター地域包括ケアマネジメント支援部門の

立ち上げ（県内向け、2020.10～）

目的

機能

手続き・費用
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令和２年 10 月 13 日 

 

令和２年度 関東信越厚生局地域包括ケア推進事業の実施状況及び今後の予定 

 

１．会議等の実施予定 

（１）関東信越厚生局地域包括ケア推進本部会議 

  ① 実施時期 年２回開催（６月：メール送付、10 月） 

  ② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館７階 第一会議室 

  ③ 実施概要 管轄区域内における地域包括ケアシステムの構築を推進するため、

国の視点から都県及び市区町村等に対する必要な支援について協議す

るとともに、地域の特性に応じた地域包括ケアシステムの構築に資す

る具体的な支援を実施することを目的として開催 

 

（２）都県協議会 

① 実施時期 年１回程度開催（６月：メール送付及びアンケート実施） 

② 実施概要 地域包括ケアシステムの構築の支援を的確に実施するため、都県地

域包括ケア関係者の意見交換を目的として開催 

 

（３）都県協議会分科会 

① 実施時期 年２回程度開催（１月、時期未定） 

② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室 

③ 実施概要 都県担当者間の情報交換を目的にテーマ別に開催 

       １回は認知症をテーマに、１月は都県協議会等において要望があっ

た内容をテーマに開催予定 

 

２．セミナー等の実施予定 

（１）地域包括ケア応援セミナー 

① 実施時期 年２回程度開催（10 月、２月頃） 

② 場  所 さいたま新都心合同庁舎 1号館又は地方開催 

③ 参加対象 自治体、一般等 

④ 実施概要 自治体等の地域包括ケアに関する関心事に対し、講習会形式により

セミナーを開催し自治体を支援 

 

【実施結果】 

○ 令和２年度第１回地域包括ケア応援セミナー 

  ア．日  程 令和２年 10 月２日 

  イ．場  所 山梨県立文学館 

  ウ．参加対象 自治体、一般等 

資料２ 
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エ．実施概要 「みんなで支える地域づくり」をテーマに、講習会形式によりセ

ミナーを開催 

（講師）厚生労働省老健局、田中滋埼玉県立大学理事長、自治体 

オ．共催関係 山梨県との共催 

 

（２）事例研究会 

  ① 日  程 年２回程度開催（９月、１月頃） 

  ② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室又は地方開催 

  ③ 参加対象 自治体職員等 

④ 実施概要 自治体等の地域包括ケアに関する事例について、非公開のグループ

ワーク形式での意見交換の機会を提供し、理解促進を支援 

       

【実施結果】 

○ 令和２年度第１回地域包括ケア事例研究会 

  ア．日  程 令和２年９月 18 日 

  イ．場  所 さいたま新都心合同庁舎１階多目的室・オンライン 

  ウ．参加対象 自治体職員・生活支援コーディネーター 

エ．実施概要 「新しい生活様式における生活支援を考える」をテーマに、講義

及びグループワーク形式での意見交換の機会提供する形式で開催 

（講師）厚生労働省老健局、埼玉県立大学川越教授、さわやか福祉財団 

    

（３）マッチングセミナー  

  ① 日  程 １月頃 

  ② 場  所 未定（オンライン開催を予定） 

  ③ 参加対象 自治体、大学、事業者等 

④ 実施概要 地域包括ケアに関し、外部の力を求めたい「自治体」と、貢献意欲

のある「大学」、「社会福祉法人」、「医療法人」、「民間企業」等を結び

付ける 

  ⑤ 共催関係 関東経済産業局との共催予定 

 

（４）農福連携に関するセミナー 

  ① 日  程 ２月頃 

  ② 場  所 未定 

  ③ 共催関係 関東農政局との共催予定 

 

３．認知症サポーター養成講座の開催予定 

（１）実施時期 随時 

（２）参加対象 関東信越厚生局職員、他の省庁の支分部局職員 
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【開催予定】 

① 茨城事務所 

 ア．日  程：10 月 23 日（金） 

 イ．場  所：水戸地方合同庁舎 共用大会議室 

 ウ．講  師：認知症ケア研究所 高橋克佳統括管理者 

② 神奈川事務所 

 ア．日  程：11 月 13 日（金） 

 イ．場  所：横浜地方合同庁舎内会議室 

 ウ．講  師：神奈川県福祉子どもみらい局福祉部 

高齢福祉課高齢福祉グループ 宮﨑晃子技官・田中美穂主事 

③ 本局 

 ・ 開催時期：１月（予定） 

 

４．その他 

（１）地域支援事業交付金執行事務 

   地域支援事業交付金について、老健局と連携を図りながら、地域支援事業交付金

交付要綱に基づく管内都県の交付決定事務を行う 

 

【日程】６月 当初交付申請、実績報告 

10 月 過年度分実績報告の修正報告、支払い① 

   １月 調整交付金調査、支払い② 

   ２月 変更交付申請 

   ３月 支払い③（令和元年度以前分を含む） 

 

（２）地域医療介護総合確保基金（介護施設整備分・介護人材確保分）関係業務 

   老健局と連携を図りながら、令和元年度実施していたヒアリング及び事業量調査

に加え、交付決定の事務を行う。 

 

【日程】５月 事業量調査 *ヒアリングは中止 

11 月 執行状況調査・事業量調査 

12 月 交付申請 

１月 事業量調査（翌年度分） 

 

（３）介護保険事業（支援）計画関係業務 

   介護保険事業（支援）計画に基づく取組の進捗状況、目標の達成状況や計画の推

進に当たっての課題等について、老健局と連携を図りながら、管内都県を通じて把

握し、当該都県等に対する必要な助言及び支援を行う。 
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【日程】10 月 27 日～11 月 18 日 第７期計画の進捗管理及び第８期計画の策定に状

況に関するヒアリングを実施 

 


